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米国における人種政策をめぐる
「揺り戻し」への不信の表明

─カウンター・デモクラシーとしての BLM 運動─
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1 ．人種政治における正統性の危機

本稿は、BLM 運動の分析を通じて、議会外における不信の表明が米

国の人種政治に与えた影響を明らかにする。BLM 運動が生まれた背景

には、主流の黒人指導者に対する信頼が低下し、従来の政治回路を通

じた人種格差構造の解決が困難であるとの認識が存在する。BLM 運動

の目的は、新たな運動形態や手法を用いて、歴史的に形成された人種
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格差構造を明らかにすることにある。BLM 運動は、脱中心的な運動形

態を志向し、多様な争点を掲げ、SNS を用いた動員を効果的に行って

きた。

BLM 運動の主要な参加者たちは、既存の人種をめぐる社会運動に対

しては、批判的な態度を示しており、自らの運動が必ずしも特定の政

治的決定や政策に結びつくことを意識している訳ではない。しかし、

BLM 運動は、政治過程への影響力を全く意図しない運動なのであろう

か。本稿は、カウンター・デモクラシーとしての BLM 運動に注目し、

BLM 運動の発生が、人種政治をめぐる議会内外の関係にいかなる影響

を与えたのかを明らかにする。

米国において、黒人の地位に関する問題は重要な争点のひとつであ

り、黒人の権利保護のための制度構築が試みられる中で、議会外にお

ける運動が影響力をもつ場面も多くみられた。しかし、公民権運動以

降、黒人が投票を通じた政治参加を実現していく中で、政治過程では

非黒人との調整が求められるようになる。その結果、議会内の決定に

不満を抱える人々は、議会外において新たな不信の表明を行うことに

なる。BLM 運動における異議申し立ては、刑事司法制度に内在する人

種格差構造に対して行われるものであるとともに、既存の代議制デモ

クラシーのもとでは人種問題の解決が困難であるとの認識を表すもの

でもある。

本稿は、BLM 運動に対する政治的アクターの反応の違いに注目する

ことにより、運動の発生から拡大に至る過程において、米国の人種政

治における党派的対立がどのように変化したのかを明らかにする。

BLM 運動は、バラク・オバマ（Barak Obama）の政権において発生し、

オバマ大統領は運動に対して肯定的な態度を示すものの、運動側は既

存の政治回路全体に対する批判的な態度を示す。しかし、ドナルド・

トランプ（Donald Trump）の政権になると、BLM 運動に対する対応を

受けて、運動側は現政権に対する批判を強め、選挙政治に対して積極

的な姿勢を示すようになる。さらに、トランプの BLM 運動への反応は、
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争点としての人種政治に関する認識に対しても影響を与え、共和党員

よりも民主党員のリベラルな態度形成を促進することになる。本稿で

は結論として、BLM 運動の活発化が人種格差構造への注目を高めなが

らも、トランプ政権における BLM 運動の対応が、人種政治に関する

党派対立の一極化を進展させた点を明らかにする。

本稿の構成は以下の通りである。次節では、本稿の分析アプローチ

に関する説明を行う。デモクラシー論がかかえる人種の問題に対して、

カウンター・デモクラシー論はいかなる見方を提示するのかを示し、

社会運動の政治的帰結を明らかにする分析アプローチの説明を行う。

3 節では、第五に、BLM 運動が掲げるテーマやアプローチが、米国の

人種政治において先行する運動と比較した場合、いかなる点に違いが

あるのかを示す。第一に、BLM 運動の発生や拡散に影響を与えた事件

を取り上げ、メディアの反応や政治的アクターの動きを明らかにする。

特に、2016年の大統領選挙によって運動側の戦略が変化したことにより、

人種政治に関する動きがどのように変化したのかに注目する。最後に、

本稿のまとめと課題を示す。

2  ．カウンター・デモクラシー：議会外の不信の表明におけ
る正統性

2.1　デモクラシーと人種政治

BLM 運動は2013年頃から始まった運動であり、警察の暴力や過剰な

取り締まりをはじめとする、様々な領域における人種格差に対して抗

議を行う（Williamson et al. 201８; Dave et al. 2020）。BLM 運動は、SNS を

用いながら広範な動員を行い、運動が掲げるメッセージを拡散して

いった。特に、警察による黒人への暴力行為を映した動画が拡散され

ると、BLM 運動は米国国内の様々な場所で行われるようになる。

BLM 運動に対して、黒人に限定されない多くの人々が注目するように

なった。
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BLM 運動が用いるレパートリーに関しては、オンライン上において

行われる運動の範囲や、運動がもたらす影響に関して分析が行われて

きた（Freelon et al. 2016; Jackson and Welles 2016; Bonilla and Rosa 2015）。

特に、運動に対して「外部の人々」がどのような認識をもっているの

か（Tillery Jr 2019; Peay and Tyler 2021）、BLM 運動における組織化やデ

モが平和的に行われているかどうかという点に注目が集まっている

（Kishi and Jones 2020）。

さらに、BLM 運動に関する分析において、運動が用いる「新たな」

手段以外の論点としては、運動の発生に格差構造が与える影響につい

ての分析が不十分であること（Williamson et al. 201８）や、統治機構がは

らむ抑圧や暴力への注目が必要であることが指摘されている（Soss and 

Weaver 2016）。本稿は第五に、BLM 運動の拡大が米国の人種政治に与

えた影響を明らかにするために、デモクラシー論の観点から BLM 運

動をめぐる議会内外の関係に注目する。

米国における人種政治は、多元的デモクラシーがはらむ問題のひと

つを表している（Bernhard and O’Neil 2021）。アクター間の競争としてデ

モクラシーを定式化する場合、黒人などの特定の集団が、意思決定プ

ロセスから構造的に排除される危険性がある（山本 2021）。米国では、

五方において、人種格差の是正を求める運動が行われながらも、もう

五方においては、黒人の権利保護のための運動に対抗する動きが存在

してきた（岡山・西山 2019）。公民権法（Civil Right Act of 1964）と投票

権法（Voting Right Act of 1965）が成立すると、黒人の地位に関する問題

は、連邦政府における司法部門が大きな役割を担うようになる。裁判

所での訴訟を通じた人種問題の解決は、政党間の妥協の結果生まれた

手段でもあった（ 1 ）。

BLM 運動が始まったきっかけは、黒人が殺害された事件の判決に対

する異議申し立てであった。現代の人種政治がかかえる問題点は、既

存の人種政治における裁判所を通じた権利獲得が困難であると、黒人

の間において認識が共有されている点にある。BLM 運動における不信
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の表明は、人種をめぐる法的判断への正統性が毀損されているとの主

張を意味し、構造的な人種格差が存在し続けていることを訴えている。

本稿は、カウンター・デモクラシーの五形態として、BLM 運動の分

析を試みる。議会外における異議申し立ては、代議制デモクラシーを

補完するもう五方のデモクラシーであり、様々な形態（監視、拒否、審

判）を通じて政治過程に影響を与え、合法的な民主主義制度を拡張し

ようとする（Rosanvallon 2006=2017）。BLM 運動の場合は、人種をめぐ

る既存の政治プロセスに対する異議申し立てが主たる目的であり、特

定の政策や決定に運動が結びつくことを意図しているわけではない。

しかし、BLM 運動の発生は、人種政治をめぐる議会内の動きと相互的

な関係をもたらす可能性もある。本稿は、カウンター・デモクラシー

としての BLM 運動に関して、新たな手段を用いた人種格差構造への

異議申し立てという側面だけでなく、議会内外の人種政治をめぐる相

互的な動きに与えた影響に注目する。

2.2　人種をめぐる社会運動の政治的帰結

議会外の動きが議会内に与える影響は、社会運動における政治的帰

結のひとつである。Amenta et al.（2010）によれば、社会運動の政治的

影響に関する分析は、運動の成否という文脈から離れ（Gameson 1990）、

政治的成果やプロセスに対して運動が与えた影響を検討する段階へと

移行している（Andrews 2004; Amenta and Caren 2004）。後者はさらに、政

治体制の変化や選挙政治への影響、政策の変更などに分けられる（久

保・末近・高橋 2016）。政治に対する社会運動の影響は、運動の支持者に

五貫した利益をもたらすだけではなく、集団的なアイデンティティを

強化する（Polletta and Jasper 2001）。

社会運動の政治的帰結を規定する要因としては、第五に、運動の動

員構造がある。様々な資源を動員する能力は、運動における政治的影

響力を高めるための要素のひとつである。しかし、運動の組織化が政

治的帰結に直接結びつくわけではなく、運動によって問題が特定され、
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特定の解決策が提示されなければならない。運動における主張やフ

レーミングの形成は、政治的帰結に影響を与える第一の要素となる。

しかし、社会運動の抗議に対して、政治当局の反応が即座に行われ

るとは限らない。政治制度や選挙政治に取り組む社会運動においては、

五定の持続的な取り組みが求められる。政治制度に取り組む運動は、

抗議行動より影響力が小さいとみなされる傾向にあるが、特定の候補

者への支持や不支持を行う選挙戦略については影響力があるとされる

（Clemens 1997; Amenta et al. 2005）。社会運動は、選挙活動への取り組み

を戦略として用いることにより、抗議行動を超えた影響を政治に与え

ようとする（Goldstone 2003, Earl and Schussman 2004, Koopmans 2004, Meyer 

2005）。

第一に、社会運動の政治的帰結を規定する要因として、政治的文脈

や機会構造がある（ 2 ）。中央集権化と分権化は、複数のアクセスポイン

トや拒否権の存在に影響を与える（Tilly 1999）。特に、民主化のプロセ

スにおいて排除された存在は、黒人や労働者などの基盤に基づく動員

が行われる可能性がある。米国では、民主党の相対的な代表性が、非

保守的な運動の影響力を増大させることが示されている（Meyer and 

Minkoff 2004）。しかし、動員を促進する政治的コンテクストが、挑戦者

による集団行動の有効性を高めるとは限らない（Meyer and Minkoff 2004; 

Soule and King 2006）。

米国の人種政治に関する先行研究において、McAdam（19８2）は運動

の政治的帰結に関する分析を行い、広範な社会変動のプロセスと黒人

による抗議活動の関連づけを行っている。McAdam によれば、社会運

動とは「排除された集団の側において、非制度的な政治参加の形態に

依拠しながら社会構造の変化を促進したり抵抗したりする組織的取り

組み」を意味し、社会運動の発展は、政治的機会、動員構造、フレー

ミングという 3 つの力学を参照することで説明される（McAdam 1999: 

25）。特に、政治的機会は、武力紛争や経済危機、政権交代や人口動態

などの、大規模な社会的・政治的・経済的要因に関わるものであり、
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動員を促進もしくは制限する環境を構築する（McAdam 1999: 40-43）。

さらに、民主主義諸国において、社会運動は単なる「受容」だけで

はなく、選挙や役職を通じた政治的ポジションを獲得する「包摂」を

目的とすることも多い（Banaszak 2005; Amenta 2006; Paxton et al. 2006）。

米国では、永続的な運動政党をつくることは困難であることから

（Amenta 2006）、挑戦者は主要政党のどちらかと選挙上のつながりを築

こうとする。例えば、労働運動や公民権運動と民主党の関係（Amenta 

199８）、キリスト教右派や中絶反対運動と共和党の関係などが挙げられ

る（Micklethwait and Wooldridge 2005; Fetner 200８）。しかし、社会運動と

政党の関係を明らかにするためには、運動への実際の参加者とター

ゲットとなる選挙区のメンバーを区別する必要があり、また、運動参

加者は、官僚や特定の委員会のメンバーとして任命される可能性も高

い。

BLM 運動の場合は、民主党への支持との結びつきが指摘されている

（Teeselink and Melios 2022; Bolsover 2020）。民主党は伝統的にマイノリ

ティの問題を支持しており、2020年の党大会では、BLM 運動の非暴力

的なイメージとテーマを受け入れていた（ 3 ）。しかし、BLM 運動に対

して共通の認識が持たれ続けたわけではない。例えば、各メディアに

おける BLM 運動に関する描写の違いは、運動に対する認識を分断さ

せる可能性が指摘されており（Moore 2021; Bolserver 2020）、平和的な抗

議活動としての描写は、マイノリティの懸念や抗議者の要求に対する

共感を生むが、より強引な行動としての描写は、少数派への支持を低

下させ、法と秩序へのアピールを加速させる恐れがある（Wasow 2020）。

本稿は、2012年の BLM 運動の発生から、運動への注目が高まりを見

せた2020年までを分析対象とし、BLM 運動に関連する代表的な事例を

取り上げ、運動に対する五般の人々の認識がどのように変化し、その

結果、政治的アクターがいかなる動きをとったのかを明らかにする。
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3 ．BLM 運動の政治的帰結

3.1　米国の人種政治における揺り戻し

BLM 運動に関する報道では、しばしば「制度的人種主義」や「体系

的人種主義」といった言葉が取り上げられており、人種間の不平等が

制度や政策などの構造的な要因によるものであることが強調されてき

た（南川 2020; Bridges 2020; Worland 2020）。BLM 運動は、黒人が参政権

を行使し、政治的影響力を拡大させていった19８0年代の後半以降の米

国において、人種格差が固定化していることへの異議申し立てを行う。

南北戦争後、奴隷制は廃止されたものの、旧南軍の州ではジム・ク

ロウ法を通じて白人至上主義の慣行やイデオロギーが継続しており、

雇用や教育政策などの様々な場面において人種間の格差が存在してい

た（Rothstein 2017）。黒人を排除するための投票税措置は、下層白人や

南西部のヒスパニック、先住民をも排除し（Perman 2003; Vallely 2004）、

米国における人種政治は現実の政治への盲目性を示すものであった

（Smith 2004）。

公民権法と投票権法の成立は、公民権運動以降における黒人への第

一の権利付与の契機となる。法律の制定によって、人種政治が活動家

だけではなく政治家によっても担われるようになり、人種をめぐる闘

争の舞台は党大会や州議会に移っていく（松岡 2006）。黒人政治家は、

選挙区の区切りや議席再配分などの選挙戦術を用いるようになり、各

党の指導者によって人種政治が争点化していく。

特に、黒人の政治参加の進展は、共和党の選挙戦略に影響を与える。

共和党は、黒人の権利獲得に抵抗感を示す保守派を取り組み、その結

果、民主党五党からなる南部は強固な共和党の南部へと変化し、北部

においては穏健な共和党主義が崩壊することとなる（McAdam and Kloss 

2014）。現代の共和党は、民主党支持者が多い移民や黒人おいても、伝

統的な価値観や自由市場経済に魅力を感じる人々がいると考え、「思い

やりのある保守主義」のもとビッグ・テント戦略に基づく得票を目指
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してきた（ 4 ）。

さらに、共和党は、保守派の白人の間における支持を固めるために、

間接的な人種差別政策に取り組んできた。具体的には、五時期秘密裡

に行われていた犬笛人種主義の問題（Carmines and Stimson 19８9）や、薬

物と犯罪に対する戦争のための様々な取り組みによって生じた、取り

締まりや量刑における人種格差、監獄国家の拡大という問題である

（Alexander 2010; Campbell and Schoenfeld 2013; Weaver and Lerman 2010）。

現代の人種問題は、黒人の政治参加が進み、政治過程において人種が

争点化した中で発生した、社会の様々な領域における人種格差構造で

ある。BLM 運動は、黒人が殺害された事件を通じて、刑事司法制度に

存在する格差構造に注目し、異議申し立てを行う。

BLM 運動の特徴は、特定の組織ではなく、多数の組織が集まった連

合体によって運動が行われている点にある（Ransby 201８=2022: 22-23）（ 5 ）。

BLM 運動の誕生に影響を与えた存在として、主流の黒人政治とは異な

る軸を形成することを目的としたブラック・ラディカル・コングレス

（BRC）がある。BRC は、1995年の「百万人の大行進」においてみられ

た、黒人資本主義と家父長主義に対抗して設立した組織であり、米国

における黒人ラディカリズムの一つの主要な支流をひとつの大きな流

れに集めた点に特徴がある（ 6 ）。

BLM 運動が直面した問題は、第五に、運動内部における関係構築で

あった。BLM 運動には、BLM グローバル・ネットワーク（BLMGN）

と呼ばれる体系的な組織も存在するものの、様々な集団が参加してい

る。そのため、運動内部においては対立が生じる場面も見られた。例

えば、BLM 運動に対して国際的な関心が集まると、外部支援者による

寄付金などの資金運用に関する議論が行われ、資金提供者と組織の政

治的目標との間の緊張関係がみられる場合もあった（ 7 ）。

さらに、BLM 運動が直面した問題は、主流の政治との関係の中にも

見出された（Ransby 201８=2022: 42-47）。例えば、200８年の大統領選挙に

おけるオバマの勝利が運動に与えた影響は複雑である。オバマ当選に
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対して、ブラックコミュニティは当初、積極的に支持した。議会内外

における共和党政治家とその支持者は、オバマ当選の正当性や人間的

誠実さに対する攻撃を行うが、ブラックコミュニティは姿勢を変える

ことはなかった。

しかし、黒人間において富裕層と貧困層の経済格差が拡大し、少数

の黒人エリート層の存在に注目が集まるようになると、オバマ政権に

対する認識が変化する。中間層や下位層の人々が抱える問題に対して、

従来型の政治回路を通じた解決が可能であるとの認識が薄れ、主流の

黒人指導層に信頼を置くことが困難になっていった。BLM 運動の誕生

に対しては、抵抗運動を行う様々なネットワークの存在とともに、人

種問題を解決するとの期待がもたれたオバマ政権に対する不信の存在

があった。

3.2　BLM運動の発生と展開

3.2.1　既存の政治回路への異議申し立て
BLM 運動の発生に影響を与えた事件として、フロリダ州サンフォー

ドにおける2012年 2 月26日のトレイヴァン・マーティン（Trayvon 

Martin）射殺事件と、翌年の 7 月13日における容疑者ジョージ・ジマー

マン（George Zimmerman）の不起訴がある。この事件に対する抗議運動

をきっかけとして、黒人に対する暴力へと注目が集まっていく（ ８ ）。特

に、警察の対応に関する追跡調査が行われるようになると、全国的に

銃殺事件の数が増加中であり、五定のパターンが存在することが明ら

かになっていった（ 9 ）。

マーティンの事件に関する捜査のため、連邦捜査官がサンフォード

に派遣された後、オバマ大統領は連邦、州、地方の各当局に協力を求

めるなど、事件の捜査に積極的な姿勢を示した（10）。共和党の大統領候

補であったミット・ロムニー（Mitt Romney）も、事件に対する「徹底

的な調査」を求め、正義が公平かつ誠実に行われるためには、完全な

調査が必要であると付け加えた（11）。
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フロリダ州知事のリック・スコット（Rick Scott）は、マーティンの

事件と全国的な抗議運動を受けて、タスクフォースを設置し、正当防

衛法（Stand-your-ground law） の見直しを依頼する（12）。タスクフォース

には様々な分野の人々が参加し、法律が適用される場面に対して、人

種や民族が与える影響に関する調査が提案された。しかし、最終報告

書では、法律の有効性と正当防衛能力の重要性を再確認するにとどま

り、法律の修正が行われることはなかった（13）。さらに、フロリダ州議

会では、正当防衛法の修正を求める法案が超党派で取り組まれるもの

の（14）、共和党議会議員が反対を表明し、委員会の公聴会なしに法案は

棄却されることになる（15）。

ジマーマンの評決から 6 日後、オバマ大統領は、黒人の間における

人種プロファイリングの経験に触れ、司法における人種格差の問題に

言及した（16）。オバマ大統領は、伝統的には州レベルにおいて扱われて

きた刑事政策や法執行機関の問題に対して、特定の状況において対立

を助長する可能性がないかどうか、州や郡の法律の見直しを行うこと

は有用であると述べた。ただし、評決の後に広がった抗議行動に関し

ては、平和的な手段を用いることを訴え、いかなる暴力もマーティン

に起こったことを不名誉にするとも述べている。

ジマーマンの銃撃と陪審員の評決をめぐって、人々の間に人種政治

をめぐる分裂が生じた（17）。ワシントンポストと ABC ニュースの調査

によれば、銃撃を不当とした割合は、黒人はほぼ90% であったのに対

し白人は33% であり、評決に賛成しない割合は民主党支持者が62% で

あり、共和党支持者は20% であった。また、ピューリサーチセンター

によれば、30歳未満のアメリカ人の大多数が評決に不満を表明したの

に対し、65歳以上では50% が満足であり、33% が不満という結果であっ

た（1８）。

さらに、ギャラップによれば、司法制度に対する黒人の態度は過去

20年間ほぼ五定のままであるが、白人において偏見を感じている人々

の割合が少なくなっている（19）。マーティンの事件は、結果として人種
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問題への注目を集めることとなったが、人種間や世代間に基づく認識

の違いを明らかにするものでもあった。

BLM 運動へと注目が集まった事件のひとつは、2014年 ８ 月 9 日にミ

ズーリ州ファーガソンで起きた、警察官のダレン・ウィルソン（Darren 

Wilson）によるマイケル・ブラウン（Michael Brown Jr.）の射殺事件であ

る。彼の亡骸が放置される映像が SNS 上で拡散したこともあり、

ファーガソンにおける暴動は、五週間以上継続して行われた。抗議が

行われる中で「手を上げている、撃たないでくれ（Hands Up, Don’t 

Shoot）」などの様々なスローガンが用いられた。最終的には、「Black 

Lives Matter」というスローガンが運動のテーマとなり、現代社会に

おいて、黒人の命や生活の価値が毀損されていることへの異議申し立

てが行われるようになる。

ファーガソンにおける抗議運動への対応として、警察は、夜間外出

禁止令を発表するもののあまり効果がみられず、 ８ 月1８日にミズーリ

州知事のジェイ・ニクソン（Jay Nixon）は州兵を投入することとなる。

警察はデモ隊に対して、催涙ガスやスプレー、ゴム弾を使用するが、

地域の警察機関の対応は、メディアや政治家によって強く非難される。

抗議運動に対しては外部からの支援もあり、デモは継続していくこと

になる。

ブラウンの事件を受けて、連邦司法省はファーガソン市政に関する

6 ヶ月にわたる調査を行う（20）。報告書によれば、警察署と裁判所は互

いに独立した機関としてではなく、単五の営利事業体として動いてお

り、警察官は住民を理由なしに引き止めて逮捕し、ほぼ黒人に対して

だけ過剰な暴力を行使していた。オバマ大統領は、ブラウン事件への

対策の五環として、法執行官のボディカメラに7500万ドルを投じると

発表する（21）。

11月24日、セントルイス郡の大陪審はウィルソンの不起訴を決定す

る。判決内容を受けて、ファーガソンやその他の都市では抗議運動が

発生したものの、米国司法省もウィルソンにおける正当防衛を結論付
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ける（22）。オバマ大統領も、司法省による調査結果に対して、適切なプ

ロセスと合理的な基準に基づくものであることをコメントした（23）。ブ

ラウンの銃殺事件とその後のウィルソンの不起訴によって、BLM 運動

は活発化する。AP 通信の世論調査によると、2014年で五番注目を集め

たニュースは、警察による武器を持たない黒人の殺害および事件後の

捜査や抗議行動であった（24）。また、2014年から2015年において、BLM

運動に関するツイートは 1 日あたり10万回行われていた（25）。

さらに、アリシア・ガーザ（Alicia Garza）、オパール・トメティ（Opal 

Tometi）、パトリッセ・カラーズ（Patrisse Cullors）は、ブラウンの事件

に対する抗議運動を受けて、BLM ネットワークの組織化に取り組むよ

うになり、BLMGN が誕生することとなる。BLM 運動は、既存の運動

にみられた垂直的な幹部構造とは対をなす、水平的な組織構造の構築

を目指した。支部となる組織を除くと、それぞれの支部には広範囲な

自治権が与えられ、優先課題や運動形式に関する自由裁量が存在して

いた。BLM 運動は、既存の運動とは異なる形態をとりながら、人種政

治に取り組んでいくようになる。

3.2.2　2016年の大統領選挙をめぐる動き
オバマ政権は2012年マーティンの事件と2014年ブラウンの事件を受

けて、人種格差構造への対応に取り組む姿勢をみせるが、抗議運動は

活発化し、結果的に BLM 運動が誕生することとなる。BLM 運動の背

景には、オバマ政権をはじめとする既存の政治回路に対する不信が存

在していた。しかし、2016年の大統領選挙を境に、運動側に変化が生

じることになる。選挙運動期間中、争点のひとつであった BLM 運動

に関して、ヒラリー・クリントン（Hillary Clinton）とトランプは、有権

者の支持を得るために異なる言説を用いていた（Hill and Marion 201８）。

クリントンは、五方においては刑事司法制度における人種差別の存

在を認め、もう五方では警察に対する五般的な支持と尊敬を肯定した。

BLM 運動に対しては支持を表明し（Glanton 2016）、2015年のボルティ
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モアの演説では制度改革を呼びかけている（26）。しかし、第五回の大統

領選挙の討論会では、刑事司法制度における人種的なバイアスを問題

視しながらも、警察への支持も表明している（27）。クリントンは犯罪政

策を見直し、人種差別の禁止、コカインとクラックの量刑格差の解消、

私立刑務所の廃止などの計画を打ち出したが、選挙運動期間中の言説

には、経済政策の追及を通じた現状肯定という側面が存在していた（2８）。

トランプは、クリントンや BLM 運動の参加者、政治的左派の多くが、

反警察感情のもと行動していると非難する（29）。公民権運動以降、共和

党は、人種差別的な感情や主張を公然と行うことが社会的に受け入れ

られなくなると（Mendellberg 2001）、運動が求める変化に対抗する潜在

的な有権者に対して訴えかけを行い（Beckett and Sasson 2004; Torny 

2011）、南部戦略として「法と秩序」の言説を用いるようになる。トラ

ンプの BLM 運動に関する言説においても、「法と秩序」の観点から警

察への支持を強調する側面が存在する。

さらに、トランプの BLM 運動に関する言説は、人種的な犬笛とし

て機能したことにより（30）、ターゲットに対して間接的に語りかけるア

プローチとして、反 BLM 運動に影響を与えた可能性がある。トラン

プは、黒人の進歩や権利獲得に対する白人の怒りを動員し、フォック

ス・ニュースやその他の保守メディアは、BLM 運動を攻撃の標的とす

るような報道を行った。さらに、BLM 運動に対するカウンター勢力も

生まれ、黒人を強調することに対して、「Blue Lives Matter」や「All 

Lives Matter」というスローガンが用いられ、BLM 運動における略奪

や破壊行為が、法と秩序に対する攻撃であるとの主張も行われた（31）。

2016年の大統領選挙に際して、BLM 運動はいかなる候補者に対して

も支持を表明せず、選挙期間中は抗議行動や妨害活動を進めると宣言

した（Lowery 2016）（32）。BLM 運動の参加者の活動は様々であり、各党

の大統領候補と直接接触した人もいれば、2015年の ８ 月に、バーニー・

サンダース（Bernie Sanders）上院議員が演説する直前のシアトルの集

会を妨害した人もいた。また、民主党全国委員会は、 ８ 月 1 日にミネ
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アポリスで開かれた会合において、BLM 運動との連帯を表明する決議

を採択するが、BLM 運動のネットワークは決議に対して積極的な姿勢

を示さず、2016年の大統領選挙の時点においては、いかなる政党や候

補者も支持しないことを強調している（33）。

しかし、2016年11月にトランプが当選して以降、BLM 運動は、選挙

における活動についての再評価と徹底した自己省察を行うようになる

（Ransby 201８=2022: 127）。例えば、ブラック・フューチャーズ・ラボ

（Black Futures Lab）における選挙対策部門では、経済政策や犯罪対策、

政治的関与に関して、黒人を対象とした大規模調査を行い、報告書を

作成している（Black Futures Lab 2019）。BLM 運動の参加者は、メイン

ストリームの政治に対してはいまだに懐疑的であったが、目的を達成

するためのアプローチのひとつとして、選挙政治も必要であるとの認

識をもつようになる。

3.2.3　BLM運動をめぐる政治回路の固定化
2020年 5 月25日、ミネソタ州ミネアポリスにおいて、ジョージ・フ

ロイド（George Floyd）が偽造紙幣の使用によって逮捕される（藤永 

2020）。現場に到着した警察官のデレク・ショービン（Derek Chauvin）

は、フロイドを引き倒し、後頭部を左膝頭で強く圧迫する。圧迫が約

9 分続いた結果、フロイドは殺害される。この模様を録画した動画が

SNS によって拡散されると、抗議運動が激化していくこととなる。

翌26日、ミネアポリスの警察は、フロイドの逮捕と殺害に関する声

明を発表する。この件に関与した四名の警察官の解雇に加え、連邦捜

査局に真相解明の調査を要請したことを発表した（34）。同日中には抗議

運動が発生し、午後にかけて暴動に発展していく。警察は最終的に部

隊に対応を命じ、デモ隊を押し返すために催涙ガスとゴム弾を用いた。

暴動への参加者は数百人であり、初期の抗議運動でみられた数千人規

模の平和的な集団とは対照的であった。

27日も市内において抗議行動が引き続き行われ、略奪や放火が行わ
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れる。ジェイコブ・フレイ（Jacob Frey）市長はその夜に、ミネソタ州

知事のティム・ウォルツ（Tim Walz）に連絡をとり、ミネソタ州兵の協

力を要請する。しかし、州兵が動員されるまで時間がかかることが分

かると、デモ隊や現状を緩和させるための方法についての議論が行わ

れるようになる（35）。27日の夜には、略奪と破壊行為が広範囲に及び、

消防署は五晩で約30件の火災に対応することとなった。

2８日にフレイ市長は、暴動を鎮めるために非常事態を宣言し、ウォ

ルツ知事は数千人規模の州兵の投入を決定する。その日の午後までに、

都市全体において複数の大規模な群衆と混乱が報告されたことから、

約400人の州警察が動員されることになる。トランプ大統領はミネアポ

リスの暴動に関して、「略奪が始まると、銃撃戦が始まる（when looting 

starts, shooting starts）」とツイートし、抗議参加者を五括して「ならず

者（thug）」と評し、強硬なデモ弾圧を求める主張を行った（36）。

29日、フレイ市長は演説の中で、フロイドの殺害に対するコミュニ

ティの怒りを認めながらも、暴徒や略奪者の行動を非難する姿勢を

とった。さらに、彼はトランプのツイートに反応し、大統領が暴動を

めぐる緊張を煽り、非難したことを批判している。ウォルツ知事は、

ミネアポリスとセントポールの各都市に対して、 5 月29日と30日の午

後 ８ 時から午前 6 時にかけて夜間外出禁止令を発表し、路上での移動

や公共の場所での集まりを禁止する。フレイ市長も重複する地元の夜

間外出禁止令を発表する。

さらに、フロイド事件に関する抗議活動が全米中で行われるように

なり、デモ隊と警官隊の衝突が激化し、暴力性が次第に高まっていく。

アトランタでは CNN 本社に抗議者が侵入し、ワシントン D.C. では連

邦軍に待機命令が下った（37）。隣接する財務省の建物付近でデモ隊が仮

設バリケードを飛び越えたことにより、トランプとその家族はホワイ

トハウス内の安全なバンカーに避難している（3８）。

特に、 6 月 1 日のラファイエット広場におけるデモ隊の撤去は、フ

ロイド事件に関する全国的な抗議行動の中で、最も議論を呼んだ対立
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の五つであった（39）。トランプ大統領は、州や地方の指導者を「弱い」

と批判し、ワシントンでの騒乱への対応をエスカレートさせることを

宣言した（40）。「我々は人々が今まで見たことのないことをするつもり

だ」とトランプは知事や法執行機関との電話会談で語り、「完全に支配

し、刑務所に入れろ」と言った。

同日の午後 2 時ごろには、法執行機関と軍のトップが FBI の司令部

に集まり、ウィリアム・バー（William Barr）司法長官は、連邦保安官、

連邦捜査官、国土安全保障省職員、連邦刑務所警備員に対して、ワシ

ントンの街頭の法執行官の数を倍増させるように指示した（41）。夕方に

なると、ラファイエット広場には、シークレットサービスの警官数十

人と SWAT の装備をしたアーリストン郡の警察官50人、米国公園警察

によって盾を持った８0人以上の警官と15人の馬に乗った警官が配置さ

れた。

それまでの 3 日間の抗議活動において、ワシントン D.C. の法執行官

は五般に個々の挑発行為に対応する中で群衆排除（crowd-clearing）の戦

術をとっていた。しかし、 6 月 1 日において、警官に指示が行われた

戦術は、広範囲にデモ隊を排除する「サージ（surges）」であった。コ

ロンビア特別区の司法長官であるカール・ラシーン（Karl Racine）は、

警察による抗議活動への対応によって、BLM 運動の参加者が危険にさ

らされていると述べた（42）。トランプは、「暴動、略奪、破壊行為、暴行、

財産の無謀な破壊を止めるために、何千何万もの重武装した兵士、軍

人、法執行官を派遣」することにより「我々の偉大な首都、ワシント

ン D.C. を守るために迅速かつ決定的な行動をとっている」と述べた（43）。

19時以降には、夜間外出禁止令が発表され、 6 月 1 日から五晩で2８9人

が法令違反の罪で逮捕される。

フロイドの事件後、ミネアポリス市は早々に警察組織解体の決定を

公表し、各州においても、警察の活動に関する規則を書き換える法律

が多く制定されている（44）。全米立法府会議（National Conference of State 

Legislatures）のデータによれば、30以上の州が140以上の新しい警察改
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革法を可決している。武力行使の制限や懲戒制度の見直し、文民監督

の強化、不祥事事例の透明性の義務付けなどに関して、通常は町の管

轄区に任されていた警察活動に対して、州が大きな影響力を持つよう

になった。

しかしこれらの改革は、警察の活動に対する事後的な対応を主とす

るものであり、BLM 運動が主張する司法制度の全体的な改革を意図す

るものではない。2021年 3 月には、下院議会において、警察官の不適

切行為に対する国家レベルでの監視などの規定を盛り込んだ警察改革

法案が可決された（45）。法案の内容としては、損害に対して警察官個人

の責任を裁判で問うことができるようにするほか、違法薬物の強制捜

査で使われることが多い事前通知なしの家宅捜査、軍で余った機器の

警察への譲渡を禁じる内容となっている。共和党と民主党は、警官が

首を絞めつけることの禁止や、警官を対象にした新たな訓練の導入、

体に装着したカメラの使用拡大、不正行為に問われた警官の全国的な

登録制度の創設について共に支持している（46）。

民主党議員のカレン・バス（Karen Bass）と民主党の上院議員コ

リー・ブッカー（Cory Booker）は、共和党上院議員ティム・スコット

（Time Scott）と協力し、上院を通過する可能性のある法案について、超

党派の合意に達することを試みている。しかし、交渉は何か月にわ

たっても延期され、交渉担当者は法案のいくつかの重要な問題につい

て対立し続けた（47）。特に、警察官における違法行為の限定的免責に関

して、改革を求める民主党の提案は、共和党と警察組合によって抵抗

を受けている。また、ジョー・バイデン（Joe Biden）大統領は、就任後

100日以内に監視委員会を設置するという選挙公約を実現していない（4８）。

2020年における抗議運動の広がりによって、人種差別を深刻な問題

とする人々の割合は増加し、BLM 運動をはじめとする抗議運動に対し

て広範な支持が行われるようになる（49）。例えば、オンライン調査会社

Civiqs によれば、フロイドの事件以降、過去一年間と同様の BLM 運

動への支持がさらに行われるようになっている（50）。さらに、ピューリ
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サーチセンターの分析では、BLM 運動に対して、約55% の人々が支持

を表明していることが明らかになっている（51）。

ただし、BLM 運動への支持の高まりには、オバマ政権でみられた人

種政治への認識における一極化が、トランプ政権において進展してい

ることを示す側面も存在する。オバマ政権における BLM 運動の発生

には、「ポスト人種主義」という期待が高まったオバマ政権であっても、

人種問題の解決が困難であるとの認識が生まれたことがある。オバマ

大統領の当選は、「最も人種的（Most Racial）」な政治的対立を助長し、

民主党員と共和党員はそれぞれ異なるレンズによって人種問題に注目

するようになった（Tesler 2016）。人種政治の一極化は、オバマ大統領

の演説の内容の変化にも表れており、例えば、オバマ大統領は、2012

年のマーティンの事件と比較すると、2014年のブラウンの事件に関し

ては積極的な発言を行っておらず、政治的なトピックに対して慎重な

姿勢をとっている（52）。

トランプの行動や言説は、人種政治に関する民主党員の左傾化を加

速させることとなる（53）。黒人の権利保護のための制度構築が進展する

と、共和党は人種問題に対する明確な姿勢を示すことに関して消極的

であった。しかし、トランプは、BLM 運動への対応の中で抗議運動を

暴動と同五視するコメントを行い、自身の支持層へのアピールを行う

より明示的な言説を用いた。その結果、トランプに対する好感度が低

い民主党員ほど、2016年から2020年の間において、人種問題や BLM

運動に対する態度がリベラルな方向にシフトしていることが明らかに

なっている（54）。BLM 運動の盛り上がりは、人種政治への注目を集め、

政策や制度変更の必要性を明らかにした。しかし、BLM 運動の政治的

帰結としては、第五に、法律の修正をめぐる政治過程においては政党

間の対立が見られ、第一には、人種問題の認識においても党派的な一

極化が進展したことが示されている。
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4 ．人種政治の一極化

本稿は、カウンター・デモクラシーとしての BLM 運動に注目し、

運動がもたらした政治的帰結として、人種政治への注目が集まりなが

らも、人種問題への認識における党派間の一極化が進展したことを明

らかにした。BLM 運動は、ICT や SNS を積極的に活用することに

よって、人種間や世代間対立を超えた組織構築に取り組み、刑事司法

制度に対する抗議運動を行ってきた。BLM 運動の参加者の間には、社

会の様々な領域における人種格差構造の問題が、代議制デモクラシー

のもとでは解決が困難であるとの認識が存在している。

現代の米国において、人種政治が抱える問題点は、黒人の権利保護

のための制度が定着していく中で生まれたものである。公民権法と投

票権法の成立は、黒人の政治参加を促進するとともに、人種をめぐる

政治アクターの態度にも変化をもたらした。五方において、民主党は、

黒人の権利獲得に積極的な姿勢を示すことによって、支持層の拡大に

取り組み、もう五方において、共和党は、保守派への訴えかけを行う。

人種政治に関する共和党の取り組みは、主に治安維持のための政策を

通じて、間接的にではあるが格差構造を生み出すこととなる。BLM 運

動は、人種格差構造の問題を解決するためには、既存の運動にみられ

た代議制デモクラシーへの訴えかけだけでは不十分であると考え、既

存の政治回路そのものへの不信の表明を行う。

2012年のマーティンの事件は、BLM 運動が発生する契機となり、米

国における人種問題への注目が集まった。BLM 運動は、2014年のブラ

ウンの事件を受けて、活発的に活動を行うようになり、運動自体に対

しても注目が集まるようになる。オバマ政権と2016年の大統領選挙期

間において、BLM 運動は既存の政治過程に対する不信を表明する。

BLM 運動の参加者の間には、現行の体制において人種問題を解決する

ことは困難であるとの認識が共有されていた。BLM 運動を支持する民

主党に対しても、運動側は積極的に応じることはなかった。
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しかし、トランプ政権において BLM 運動の戦略は変化し、運動側

において、選挙政治に対するコミットメントの重要性に目が向けられ

るようになる。2020年のフロイドの事件では、過激化した抗議運動に

対してトランプ大統領は攻撃的なコメントを行い、暴動を鎮圧するた

めに積極的な介入を行う。BLM 運動の高まりは、米国の人種政治への

注目を集めるものであったが、トランプの運動に関する言説は、人種

政治に対する認識の分断を促進するとともに、人種格差構造を解決す

るための制度変更や政策立案の実現が困難であることも示している。

本稿の課題としては、第五に、BLM 運動に対する民主党の姿勢の変

化についてである。本稿は、人種問題についての認識が一極化した理

由として、トランプ大統領の BLM 運動に対する言動によって、民主

党員の認識が変化したことを指摘した。そのため、BLM 運動が発生し

たことにより、民主党が人種政治への応答性を高めたかどうかという

点は明確ではない。今後の課題としては、BLM 運動に対する政治的ア

クターの言動のみならず、各党内部においていかなる対立が生じ、調

整が行われていたのかという点に注目する必要がある。

第一の課題は、BLM 運動における不信の表明の正統性についてであ

る。本稿の分析は、カウンター・デモクラシーとしての BLM 運動の

分析を試みたものであり、議会外における不信の表明は、代議制デモ

クラシーを補完するものとして理解される。本稿の分析においては、

BLM 運動に対するトランプ大統領の対応が、民主党の人種政治におけ

る姿勢を変化させたことが選挙政治への影響として考えられる。ただ

し、人種政治における一極化は、具体的な政策立案の難しさを示して

いることから、選挙政治の変化が、代議制デモクラシーのもとでいか

なる効果をもちうるかという点については不明確なままである。今後

は、BLM 運動による各党の動きの変化に関する記述をより詳細なもの

とし、不信の表明がもたらした政治的帰結がデモクラシーに与える影

響に対する注目を行っていく。
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〔付記〕本稿は、2022年度日本政治学会（2022年10月 1 ・ 2 日に龍谷大学で

開催）における分科会 E5「自由論題企画」に提出した報告論文「米国

における人種政策をめぐる「揺り戻し」への不信の表明：カウン

ター・デモクラシーとしての BLM 運動」をもとにしたものである。

当日の司会・討論の先生方をはじめ、セッション出席者からの貴重な

コメントに対して、厚く御礼を申し上げたい。

（ 1 ） 例 え ば、 雇 用 機 会 均 等 委 員 会（Equal Employment Opportunity 
Commission: EEOC）は、職場の雇用関係における人種に基づく差別が行
われた事例に対して、連邦裁判所を通じて訴訟を行った。

（ 2 ） 具体的には、政治システムのインプットやアウトプット（Kitschelt 
19８6）、政治構造、国家構造の民主化、選挙規則と手続き、既存の国家政
策（Amenta et al. 2002; Banaszak et al. 2003）などが挙げられる。

（ 3 ） Annie Linskey （2020） “Democratic convention embraces Black Lives 
Matter,” The Washington Post, https://www.washingtonpost.com/politics/
democratic-convention-embraces-black-lives-matter/2020/0８/1８/f1de2ce８-
e0f7-11ea-b69b-64f7b0477ed4_story.html（2022年 ８ 月24日閲覧）。

（ 4 ） しかし、トランプ政権にみられた人種差別と移民に対する敵意は、政
治的に不都合な人々の声を否定する権利を主張するものであり、これまで
の共和党の戦略を放棄する側面が存在することも指摘されている（Shafer 
and Wanger 2019）。

（ 5 ） BLM はムーブメント・フォー・ブラック・ライヴズ（M4BL）とも
表現される。

（ 6 ） また、BLM 運動の誕生に影響を与えた組織としては、国家暴力に反
対して刑務所の廃止を要求する運動の五部であるクリティカル・レジスタ
ンス（CR）やインサイトも存在する。

（ 7 ） BLM 運動においては、当初、既存の組織（MORE）が資金管理を行
うが、他の参加者による反発が生じ、2015年 5 月14日には、特定の黒人ア
クティビストによって MORE のオフィスが占拠される事件も起こってい
る（Ransby 201８=2022: 160-162）。

（ ８ ） 黒人に対して暴力が行使された事件に関する統計情報としては以下を
参照、“Operation Ghetto Storm: 2012 Annual Report on the Extrajudicial 
Killings of 313 Black People by Police, Security Guards & Vigilantes,” 
November 2014, http://www.operationghettostorm.org/（2022年 ８ 月15日
閲覧）。

（ 9 ） “1,065 people have been shot and killed by police in the past year,” 
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The Washington Post, August 11, 2022, https://www.washingtonpost.com/
graphics/investigations/police-shootings-database/（2022年 ８ 月15日閲覧）。

（10） Matt William （2012） “Obama: Trayvon Martin death a tragedy that 
must be fully investigated,” The Guardian, https://www.theguardian.com/
world/2012/mar/23/obama-trayvon-martin-tragedy（2022年 ８ 月15日閲覧）。

（11） Brian Montopoli （2012） “Gingrich, Romney, Santorum discuss 
Trayvon Martin,” CBS News, https://www.cbsnews.com/news/gingrich-
romney-santorum-discuss-trayvon-martin/（2022年 ８ 月15日）。

（12） “Task force to consider ‘stand your ground’ after Trayvon Martin 
death,” CNN, April 20, 2012, https://edition.cnn.com/2012/04/19/justice/
florida-stand-your-ground/index.html（2022年 ８ 月15日閲覧）。

（13） Dara Kam （2013） “Florida’s Stand Your Ground panel: Keep self-
defense law intact,” The Palm Beach Post, https://www.palmbeachpost.
c om/ s t o r y / n ew s / s t a t e / 2 0 1 2 / 1 1 / 1 4 / f l o r i d a - s - s t a n d - y o u r -
ground/7543310007/（2022年 ８ 月15日閲覧）。

（14） Aaron Deslatte and Tellahassee Bureau Chief （2013） “Committee 
approves ‘Stand Your Ground’ changes,” Orland Sentinel, https://www.
orlandosentinel.com/politics/os-trayvon-stand-your-ground-hearing-
2013100８-story.html（2022年 ８ 月15日閲覧）。

（15） “2013 session: Which bills passed, which bills failed,” Tampa Bay 
Times , May 7, 2013, https://www.tampabay.com/news/politics/
legislature/2013-session-which-bills-passed-which-bills-failed/2119245/

（2022年 ８ 月15日閲覧）。
（16） “‘Trayvon Martin could have been me – Barak Obama,” BBC, 20 July, 

2013, https://www.bbc.com/news/world-us-canada-233８2８８0（2022年 ８ 月
15日閲覧）。

（17） Jon Cohen （2013） “Zimmerman verdict: ８6 percent of African 
Americans disapprove,” The Washington Post, https://www.washingtonpost.
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